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諮問庁：内閣法制局長官 

諮問日：平成２８年７月７日（平成２８年（行情）諮問第４５５号） 

答申日：平成２９年１月１７日（平成２８年度（行情）答申第６４８号） 

事件名：集団的自衛権に関する閣議決定に関して内閣法制局が作成・保存して

いる文書の開示決定に関する件（文書の特定） 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「平成２６年７月１日の集団的自衛権に関する閣議決定に関して，内閣

法制局が作成し，保存している全ての文書（情報公開法では，過去に作

成・取得された文書を含め，決済・供覧等の手続きの終了を要件とせず，

行政機関が組織的に用いるものとして現に保有している行政文書について

開示する定めているため，今年２月１８日に参院決算委員会で横畠長官が

存在を認めた想定問答の文書なども開示対象のはず。行政文書ファイルに

入っていなくとも，現存している文書は開示対象となるはずですので，よ

ろしくお願いします）」（以下「本件請求文書」という。）の開示請求に

つき，別紙に掲げる文書（以下「本件開示文書」という。）を特定し，開

示した決定については，「全２３問の国会答弁資料案」の電磁的記録（以

下「本件対象文書」という。）を対象として，改めて開示決定等をすべき

である。 

第２ 異議申立人の主張の要旨 

１ 異議申立ての趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成２８年２月２２日付け内閣法制局

一第８号により内閣法制局長官（以下「処分庁」，「諮問庁」又は「長

官」という。）が行った開示決定（以下「原処分」という。）について，

その取消しを求める。 

２ 異議申立ての理由 

 （１）異議申立書 

行政文書開示請求書で「平成２６年７月１日の集団的自衛権に関する

閣議決定に関して，内閣法制局が作成し，保存している全ての文書（法

では，過去に作成・取得された文書を含め，決済・供覧等の手続きの終

了を要件とせず，行政機関が組織的に用いるものとして現に保有してい

る行政文書について開示することを定めているため，今年２月１８日に

参院決算委員会で横畠長官（内閣法制局長官。以下同じ。）が存在を認

めた想定問答の文書なども開示対象のはず。行政文書ファイルに入って
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いなくとも，現存している文書は開示対象となるはずですので，よろし

くお願いします）」と求めました。行政文書開示決定通知書では不開示

とした部分について「なし」としていますが，「なし」ではありません。

開示請求した「想定問答」についても性質上，「行政文書」に当たると

考えられますので，これも開示請求の対象です。「想定問答」が物理的

に存在する以上，不開示事由に該当する箇所についてのみ不開示の扱い

とするか，全部開示決定をすべきです。「想定問答」という性質から国

会等での説明を予定した内容で不開示事由に該当するとは考えられませ

んので，全部開示の裁決を求めます。 

「想定問答」をめぐる経過 

２月１７日 特定新聞（朝刊）が，「想定問答」を内閣法制局が作

成をしていながら，国会の開示要求に対して開示して

いなかったことを報道。（※参考資料１）（略） 

２月１８日 参議院決算委員会で横畠長官が「御指摘の報道につい

てでございますけれども，事実関係については，当時

の担当者に作業状況などを尋ねる等をしているところ

でございます。まだ途中の段階でございますけれども，

私の受けている報告では，当時，長官にまで上げたが

没になったものがあり，報道されているのはそれかも

しれないということでございます。」，「また，私自

身の記憶でも，当時，閣議決定後の七月上旬頃，担当

者から想定ベースの答弁資料の案をもらいましたが，

その答弁の方針が概括的な説明にとどめると申し上げ

ますか紋切り型のようなものであったものでございま

すので，国会においてはいわゆる新三要件を中心とす

る法理の説明を丁寧に行う必要があると指摘して差し

戻したことがあったと記憶しております。」と答弁。 

４月４日  内閣法制局が参議院決算委員会理事会において，「想

定問答」に当たると思われるものとして「次長了の想

定ベースの国会答弁資料案（全１２問）」，「次長了

前の想定ベースの国会答弁資料案（全１１問）」が存

在していることを認める（※参考資料２）（略） 

    なお，「想定問答」について内閣法制局は，「国会答弁資料（想定問

答）として成立しないまま不要となったものが，適切に破棄されずに残

存しているに過ぎないものであり，行政文書として保有しているもので

はございません。」（※参考資料２）（略）として，公文書管理法上の

「行政文書」には当たらないとしています。 

    公文書管理法は「行政文書」を「行政機関の職員が職務上作成し，又
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は取得した文書（図画及び電磁的記録（電子的方式，磁気的方式その他

人の知覚によっては認識することができない方式で作られた記録をいう。

以下同じ。）を含む。第１９条を除き，以下同じ。）であって，当該行

政機関の職員が組織的に用いるものとして，当該行政機関が保有してい

るものをいう。」（２条４項）と定義しています。「想定問答」は，内

閣法制局職員がアクセスできる「サーバー内」（横畠長官の４月４日参

議院決算委員会での答弁）にあり，「第一部の担当者（参事官及び参事

官補）が作成し，同日，次長の了承を得て，長官に上げた」（※参考資

料２）（略）とする実態があるため，「職務上」かつ「組織的に」保有

されているものと考えられます。特定新聞の取材では，「担当者が法制

局内の複数の職員にメールで『ひととおり想定を作っています。現在次

長に上げているところです』との文言で，想定問答の存在を組織内に伝

えた」ことも分かっています。（※参考資料３）（略） 

    また，公文書管理法は「国及び独立行政法人等の有するその諸活動を

現在及び将来の国民に説明する責務が全うされるようにすることを目的

とする。」（１条），「行政機関の職員は，第１条の目的の達成に資す

るため，当該行政機関における経緯も含めた意思決定に至る過程並びに

当該行政機関の事務及び事業の実績を合理的に跡付け，又は検証するこ

とができるよう，処理に係る事案が軽微なものである場合を除き，次に

掲げるその他の事項について，文書を作成しなければならない。（以下，

略）」（４条）と定めています。国会答弁資料として成立しなかった文

書は，意思決定に至る過程や実績を合理的に跡付け，検証するために必

要な資料であると考えられます。内閣法制局の「成立しないまま不要と

なったものが，適切に破棄されずに残存しているに過ぎないものであり，

行政文書として保有しているものではございません。」（※参考資料２）

（略）との主張は，「完成品以外は行政文書ではない」との趣旨の主張

であり，公文書管理法の求めるところを満たしていないと考えます。 

    よって当方としては，「想定問答」は「行政文書」に当たるものと考

え，開示を求めます。 

 （２）意見書１ 

   ア 文書不存在 

     処分庁の不開示理由は，要するに，異議申立人が開示請求した「想

定問答」は物理的には存在するが，「行政文書」に該当しないので，

情報公開制度との関係では「存在しない」というものである。 

     しかし，この解釈は誤りである。 

   イ 「想定問答」は行政文書に該当する 

   （ア）法の規定 

      法２条２項では，「行政文書」について，「行政機関の職員が職
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務上作成し，又は取得した文書，図画及び電磁的記録（電子的方式，

磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式

で作られた記録をいう。以下同じ。）であって，当該行政機関の職

員が組織的に用いるものとして，当該行政機関が保有しているもの

をいう」と定義している。 

      「想定問答」が行政機関の職員が職務上作成した文書であること

は，処分庁も認めている。また，行政機関が保有していることも，

処分庁は認めている。 

      したがって，問題は，「当該行政機関の職員が組織的に用いるも

のとして」に該当するか否かである。下記第３の１の事実経過

（（２）イ（イ）ａないしｄ）によれば，これに該当することは明

らかである。 

   （イ）下記第３の１（２）イ（イ）ａについて 

      内閣法制局の「理由説明書」によると，「想定問答」は，内閣法

制局第一部の参事官及び参事官補が，「国の存立を全うし，国民を

守るための切れ目のない安全保障法制の整備について」が閣議決定

された後の国会における閉会中審査に備えて，内閣法制局第一部の

担当者として作成したものである。複数の職員が，国会閉会中の審

議に備えて，内閣法制局第一部の担当者として作成した文書である

という作成経緯に照らせば，「想定問答」は，一職員の個人的なメ

モの類ではなく，「当該行政機関の職員が組織的に用いるものとし

て」作成されていることは明らかである。 

   （ウ）下記第３の１（２）イ（イ）ｂについて 

      内閣法制局の「理由説明書」によると，「想定問答」は，平成２

６年７月１日に，次長の了承を得て，長官に上げた文書だというの

であるから，このような事実からして，少なくとも，次長段階まで

は起案文書が届いており，かつ，そこで「了」とされているのであ

るから，明らかに組織共用文書になっている。 

      このような文書について，その後，「不採用（没）」という事情

が生じたとしても，それは当該文書を所期の目的で利用しなくなっ

たという事情の変更を生じたに過ぎず，一旦，組織共用文書になっ

た「想定問答」が，組織共用文書でなくなるわけではない。 

   （エ）下記第３の１（２）イ（イ）ｃについて 

      内閣法制局の「理由説明書」によると，「想定問答」の「電子デ

ータについては，廃棄すべきものとして『古いデータ』という名称

のフォルダにいれた」とのことである。 

      どこに入れようが，存在する以上，一旦取得した組織共用文書と

しての扱いは，情報公開制度の運用においては変わらない。 
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   （オ）下記第３の１（２）イ（イ）ｄについて 

      内閣法制局の「理由説明書」によると，「利用実績がない」との

ことであるが，そのような事情も，一旦取得した組織共用文書とし

ての扱いは，情報公開制度の運用においては変わらない。 

   ウ 結論 

以上のとおり，「想定問答」は法が定める「行政文書」の定義に当

てはまるのは明らかであるから，「想定問答」は「行政文書」とし

て存在するものとして開示されるべきである。 

 （３）意見書２ 

   ア 作成過程の原案は行政文書である 

     内閣法制局は補充理由説明書で「長官の了承を得た最終版が行政文

書として保管されており，その作成過程において作成された原案

（修正指示があった場合の修正前のものや不採用（没）となったも

の）は，速やかに破棄すべきものとして取り扱っているのが実情」

と記している。 

     これは，明らかに情報公開法ならびに公文書管理法の理念からかけ

離れている。すなわち，情報公開制度及び公文書管理制度は，これ

らの制度がないか極めて不十分な時代の結論部分だけを公にする官

僚行政から，結論に至るまでの意思形成過程も爾後に検証できるよ

うにする，民主主義の実質化，高度化を志向したものであり。情報

公開法ならびに公文書管理法の理念に照らせば，最終版のみならず，

最終版がどういった経緯を経て作成されたのか，という過程そのも

のを国民に知らせることが重要である。「想定問答」の原案を残す

ことが大切なことであり，原案を速やかに廃棄している「実情」こ

そが，法律の理念を踏みにじっている状態といえる。 

   イ 一旦取得した組織共用性を，恣意的に失わせることはできない 

     補充理由説明書では「国会答弁資料案は不採用（没）となった瞬間

に組織共用性を失い，行政文書としての性格も失う」とあるが，そ

もそも情報公開法の運用において問題となる文書の組織共用性とは，

職員の私的メモを公開対象とすることは煩雑だということから対象

外とし，これと区別したものとして組織共用性を有するに至った文

書は情報公開請求の対象になるという議論である。したがって，一

旦，組織共用性を有するに至った文書は，情報公開制度の運用にお

いては組織共用性を有するものとして変わらないのであって，現用

性の有無には影響されない。補充理由説明書の説明は誤りである。 

     一旦組織共用性を有するに至った文書（「行政文書」）が，その後，

行政機関の取扱い如何で組織共用性を失うのであれば，当該行政機

関では，情報公開請求された文書について「すでに使っておらず，
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組織共用性がない」という弁解をしさえすれば，情報公開請求の対

象となる行政文書に該当しないとして，開示義務を回避することが

できる。このような解釈運用は，情報公開法ならびに公文書管理法

の理念から外れる。 

     このことの問題点は，補充理由説明書に記されている「『古いデー

タ』という名称のフォルダに入れたところである（中略）。利用実

績もないことから，当該データは廃棄されたに等しいと考えられる」

という表現からもうかがえる。「古いデータ」という名称のフォル

ダに入っている文書を，将来，当該行政機関の職員が利用しようと

考えれば，いつでも利用できる。つまり，組織共用性を失ったり，

復活したりすることが行政機関の職員の恣意性にゆだねられること

になるが，法律の理念に照らせば許されるはずがない。 

   ウ 結論 

     以上の通り，「想定問答」は情報公開法が定める「行政文書」の定

義に当てはまるのは明らかであるから，「想定問答」は「行政文書」

として存在するものとして開示されるべきである。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 理由説明書 

異議申立人は，処分庁が平成２８年３月２２日付け内閣法制局一第８号

により行った原処分について，同年４月１１日付けで異議申立て（以下

「本件異議申立て」という。）を行い，「開示請求した「想定問答」」に

ついても対象として特定し，これを全部開示することを求めているとこ

ろ，以下に述べるとおり，当局は，これに該当する行政文書を保有してい

ないことから，本件異議申立てには理由がない。 

（１）本件異議申立てに係る経緯 

ア 平成２８年１月２１日 

   参議院決算委員会において，江崎孝委員から，内閣法制局に対し，

「平成２６年７月１日の集団的自衛権に関する閣議決定に関して，内

閣法制局が作成し保存している全ての文書」の資料要求がなされ，同

委員会理事会における協議事項とされた。【参考１】（略） 

イ 平成２８年２月８日 

内閣法制局が参議院決算委員会理事懇談会において，上記アの資料

要求に係る資料として，同局の行政文書ファイルである「安全保障

の法的基盤の再構築に関する懇談会，安全保障法制整備に関する与

党協議会及び「国の存立を全うし，国民を守るための切れ目のない

安全保障法制の整備について」（平成２６年７月１日閣議決定）関

係」に綴られている全ての文書の写しを提出した。【参考２】

（略） 
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ウ 平成２８年２月１７日 

特定新聞が，「集団的自衛権の行使を認めた２０１４年７月の閣議

決定に関連し，内閣法制局が国会審議に備えた想定問答を作成しな

がら，国会から文書開示の要求があったのに開示していなかったこ

とがわかった。」などと報じた。【参考３】（略） 

他方，内閣法制局第一部においては，当該報道（以下「特定新聞記

事」という。）に係る「想定問答」なる文書が，公文書等の管理に

関する法律（以下「公文書管理法」という。）にいう行政文書とし

て管理（保存）しているものでなかったことから，その存否を始

め，その作成，利用の状況等について調査を実施した（当該調査

は，平成２８年２月２２日まで行った。）。 

エ 平成２８年２月１８日 

参議院決算委員会において，特定新聞記事について，難波奨二委員

からの質問に対し，長官が「御指摘の報道についてでございますけ

れども，事実関係については，当時の担当者に作業状況などを尋ね

る等をしているところでございます。まだ途中の段階でございます

けれども，私の受けている報告では，当時，長官にまで上げたが没

になったものがあり，報道されているのはそれかもしれないという

ことでございます。また，私自身の記憶でも，当時，閣議決定後の

７月上旬頃，担当者から想定ベースの答弁資料の案をもらいました

が，その答弁の方針が概括的な説明にとどめると申し上げますか紋

切り型のようなものであったものでございますので，国会において

はいわゆる新三要件を中心とする法理の説明を丁寧に行う必要があ

ると指摘して差し戻したことがあったと記憶しております。」，

「この想定問答に当たるのではないかと疑われるサーバー内に破棄

されないままにあるデータ，現在の当局の業務のためにはおよそ利

用する必要があるとは考えられないデータでございますけれども，

これらに対する最近におけるアクセス…その状況などについて…調

査解析を行う必要がある」，「報道にある想定問答なるものは恐ら

くそれであろうと私自身は考えておりますけれども，確定するに

は，やはりその現物をしっかり内容も含めて確認し，当時の担当者

にも確認させる必要もあるということでございまして，目下調査中

ということでございます。」，「報道にある想定問答なるものでは

ないかと疑われるデータというものがございますけれども，これに

ついては現在調査中ということでございます。」などと答弁した。

【参考４】（略） 

その上で，同日の同委員会において，同委員から，同委員会とし

て，国会法１０４条の規定に基づいて，内閣法制局に対し，「２月
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１７日の特定新聞の記事に関し，同記事で指摘された想定問答の資

料」，「２月１７日の特定新聞の記事に関し，内閣法制局が現在調

査中の，想定問答に当たるのではないかと疑われる，サーバー内に

破棄されないままにあるデータ」等の提出を求めるよう，委員長に

対して発言があり，同委員会理事会における協議事項とされた。 

オ 平成２８年２月２３日 

異議申立人が，同日付けで本件請求文書の開示を求める行政文書開

示請求（以下「本件開示請求」という。）を行った。 

カ 平成２８年３月２２日 

本件開示請求に対し，長官が，原処分を行った。 

キ 平成２８年３月３０日 

参議院決算委員会理事懇談会において，内閣法制局から，上記ウで

述べた調査の結果を説明したところ，その内容を文書で提出するよ

う求めがあった。 

ク 平成２８年４月４日 

参議院決算委員会理事会において，キで求められた説明文書を提出

した。【参考５】（略） 

ケ 平成２８年４月１１日 

異議申立人が，同日付けで本件異議申立てを行った。 

（２）原処分を維持する理由 

ア 本件開示請求に係る文書 

本件開示請求は，「平成２６年７月１日の集団的自衛権に関する閣

議決定に関して，内閣法制局が作成し，保存している全ての文書

（情報公開法では，過去に作成・取得された文書を含め，決済・供

覧等の手続きの終了を要件とせず，行政機関が組織的に用いるもの

として現に保有している行政文書について開示する定めているた

め，今年２月１８日に参院決算委員会で横畠長官が存在を認めた想

定問答の文書なども開示対象のはず。行政文書ファイルに入ってい

なくとも，現存している文書は開示対象となるはずですので，よろ

しくお願いします）」（本件請求文書）の開示を求めるものであ

る。 

平成２６年７月１日の閣議決定に関して内閣法制局が行った業務

は，①平成２５年２月に安全保障の法的基盤の再構築に関する懇談

会（以下「安保法制懇」という。）が再開されて以後，内閣法制次

長がオブザーバーとして出席したほか，適宜内閣官房から議論の状

況等について説明を受け，②平成２６年５月２０日に安全保障法制

整備に関する与党協議会（以下「与党協議会」という。）の議論が

開始された後は，内閣官房から政府が与党協議会に提出する資料に
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ついて事前又は事後に送付を受け，必要に応じて説明を受けるとと

もに，担当者間で意見交換をするなどし，③同年６月３０日，正式

に，内閣官房国家安全保障局から当該閣議決定の案文が送付され，

意見を求められたことから，これに対し，所要の検討を行った上，

同年７月１日，内閣法制局設置法の規定に基づき，口頭で，意見は

ない旨の回答をしたというものである。内閣法制局は，これらの業

務に関する文書として，①安保法制懇に関する資料（平成２６年５

月１５日の安倍内閣総理大臣記者会見に関する資料を含む。），②

当該閣議決定の案文のたたき台や概要を含む与党協議会に関する資

料（自由民主党総務会及び公明党政務調査会全体会議に関する資料

を含む。）及び③内閣法制局が内閣官房国家安全保障局から正式に

送付を受けた当該閣議決定の案文について意見はない旨の回答をす

るに当たって決裁を行った際のいわゆる原議を公文書管理法に基づ

き，行政文書として管理（保存）しており，本件開示決定におい

て，これらを開示することとした。これらは，上記業務に関する行

政文書，すなわち，本件開示請求の対象文書の全てである。 

異議申立人が行政文書開示請求書において「開示対象のはず」と記

している「今年２月１８日に参院決算委員会で横畠長官が存在を認

めた想定問答の文書」とは，上記（１）エの長官答弁で言及したデ

ータを指すものであると認められる。そして，上記（１）ウで述べ

た調査の結果，当該データとして，上記（１）クの説明文書にも記

載したとおり，「次長了の想定ベースの国会答弁資料案（全１２

問）」（以下「次長了の国会答弁資料案」という。）及び「次長了

前の想定ベースの国会答弁資料案（全１１問）」（以下「次長了前

の国会答弁資料案」という。）が存在していることが認められた

（以下これら全２３問の国会答弁資料案を「全２３問の国会答弁資

料案」という。）。 

イ 全２３問の国会答弁資料案は法２条２項に規定する「行政文書」に

該当しない 

（ア）内閣法制局における「国会答弁資料」の取扱い 

一般に，内閣法制局における「国会答弁資料」は，担当者（参事

官及び参事官補）がその案を作成し，担当部長，内閣法制次長（以

下「次長」という。）の了承を得た上，長官が了承してセットさ

れ，成立するものである。こうしてセットされ，「国会答弁資料」

として成立した行政文書については，当該答弁があった日（当該答

弁に係る質問が行われず，いわゆる空振りとなった場合は当該答弁

が予定されていた日）に，紙の文書を行政文書ファイル管理簿に記

載される行政文書ファイルにまとめ，公文書管理法５条，公文書等
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の管理に関する法律施行令８条の規定により，同令別表２９号及び

備考７にいう「国会審議文書」に当たるものとして，１０年の保存

期間を設定して保存している。 

他方，担当者において「国会答弁資料」として作成しようとした

が，長官までの了承を得る過程で修正がなされた場合の修正前の案

や，当該過程で不採用（没）となった案などの「国会答弁資料」と

して成立するに至らなかった文書は，国会における答弁の資料とし

て用いられることがないことが確定したものであり，また，文書の

性質上，他の事務の用に供する可能性もないことから，もはや不要

のものとして，担当者において適宜廃棄（消去，上書き）している

ところである。 

（イ）全２３問の国会答弁資料案の作成及び不採用の経緯 

上記（１）ウで述べた調査の結果，以下の経緯が確認された。 

ａ 全２３問の国会答弁資料案は，いずれも平成２６年７月１日に

「国の存立を全うし，国民を守るための切れ目のない安全保障法

制の整備について」が閣議決定された後の国会における閉会中審

査に備えて，内閣法制局第一部の担当者（参事官及び参事官補）

が作成したものである。 

ｂ 次長了の国会答弁資料案は，平成２６年７月１日に，次長の了

承を得て，長官に上げたが，国会では新三要件を中心とする法理

の説明を丁寧に行うべきであるとの答弁方針が指示され，不採用

（没）となったものであり，次長了前の国会答弁資料案は，次長

了の国会答弁資料案について次長の了承を得る前の担当者段階の

案である。 

ｃ 全２３問の国会答弁資料案は，長官がこれを用いて国会におけ

る答弁を行うことはしないと判断し，不採用（没）とし，「国会

答弁資料」として成立しなかったものであって，当該長官指示後

は，担当者において，もはや不要のものと認識し，上記（ア）で

述べた取扱いに従って，紙の文書は実際に廃棄し，電子データに

ついては，廃棄すべきものとして「古いデータ」という名称のフ

ォルダに入れたが，その後も消去されないままに残存していたも

のである。 

ｄ 「古いデータ」という名称のフォルダに入れられた全２３問の

国会答弁資料案の電子データについては，その後上記（１）ウで

述べた調査に至るまで，利用実績がない。 

なお，全２３問の国会答弁資料案が不採用（没）となった後，上

記ｂで述べた長官の指示による答弁方針に従って，改めて平成２６

年７月１４日の衆議院予算委員会及び同月１５日の参議院予算委員
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会における閉会中審査のための国会答弁資料（全９１問）が作成さ

れ，長官の了承を得てセットされており，これらの「国会答弁資

料」は，上記（ア）で述べた取扱いに従って，保存期間が１０年の

行政文書として保存している。 

ウ 結論 

以上のとおり，全２３問の国会答弁資料案は，本件開示請求の時点

において，内閣法制局において職員が組織的に用いるものとして保

有している文書ではなく，法２条２項に規定する「行政文書」に該

当しないものであることから，本件異議申立てには理由がない。 

 ２ 補充理由説明書 

内閣法制局においては，長官の国会答弁資料案は参事官や参事官補にお

いて原案を作成し，担当部長，次長の了承を得た上，長官が了承してセッ

トされ，成立することは理由説明書でも述べたとおりであるが，当局とし

ては，答弁者たる長官の了承を得た段階で，国会答弁資料案が行政文書フ

ァイル管理簿に保存期間１０年の「国会審議文書」として登録される行政

文書として成立するという認識であり，実際の運用としても，国会答弁資

料案は，答弁者たる長官の了承を得た最終版が行政文書として保管されて

おり，その作成過程において作成された原案（修正指示があった場合の修

正前のものや不採用（没）となったもの）は，速やかに廃棄すべきものと

して取り扱っているのが実情である。 

なお，長官が了承する以前の国会答弁資料案について，各段階で不採用

（没）となるまでは一時的にいわゆる保存期間が１年未満の行政文書とし

ての性格を有することがあるとする考え方もあるが，その場合であって

も，国会答弁資料案は不採用（没）となった瞬間に組織共用性を失い，行

政文書としての性格も失うものであると考えている。また，全２３問の国

会答弁資料案については，長官までの説明時に使用した紙媒体の文書は不

採用（没）となった後に廃棄しており，電子データについても，担当者に

おいて廃棄すべきとの認識の下で「古いデータ」という名称のフォルダに

入れていたところである。その後，担当者においてデータの消去を失念し

ていたのは事実であるが，利用実績もないことから，当該データは廃棄さ

れたに等しいと考えられる。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 平成２８年７月７日   諮問の受理 

② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同年８月９日      異議申立人から意見書１を収受 

④ 同年９月２７日     審議 

⑤ 同年１０月２４日    審議 
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⑥ 同年１１月２２日    諮問庁から補充理由説明書を収受 

⑦ 同年１２月５日     異議申立人から意見書２を収受 

⑧ 同年１２月１９日    審議 

⑨ 平成２９年１月１３日  審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件開示請求について 

本件開示請求は，「平成２６年７月１日の集団的自衛権に関する閣議決

定に関して，内閣法制局が作成し，保存している全ての文書（情報公開法

では，過去に作成・取得された文書を含め，決済・供覧等の手続きの終了

を要件とせず，行政機関が組織的に用いるものとして現に保有している行

政文書について開示する定めているため，今年２月１８日に参院決算委員

会で横畠長官が存在を認めた想定問答の文書なども開示対象のはず。行政

文書ファイルに入っていなくとも，現存している文書は開示対象となるは

ずですので，よろしくお願いします）」（本件請求文書）の開示を求める

ものであるところ，処分庁は，別紙に掲げる文書（本件開示文書）を特定

し，その全部を開示する原処分を行った。 

これに対し，異議申立人は，本件開示文書以外にも，開示請求した「想

定問答」についても行政文書に当たると考えられるから開示すべきである

としているが，諮問庁は，異議申立人が本件請求文書に該当すると主張し

ている本件対象文書は，本件開示請求の時点において，法２条２項に規定

する行政文書に該当しないものであるとして，原処分を妥当としているこ

とから，以下，文書の特定の妥当性について検討する。 

２ 文書の特定の妥当性について 

（１）行政文書該当性の判断基準と本件対象文書の作成状況等に関する事情

について 

法２条２項に規定する行政文書に該当するか否かについては，対象と

なる文書の作成・取得の状況，利用の状況，保存又は廃棄の状況などを

総合的に考慮して実質的に判断すべきであるところ，まず，本件対象文

書の作成状況等についてみると，以下のとおりである。 

すなわち，諮問庁の説明によれば，異議申立人が本件請求文書に該当

するとして更に開示を求める文書は，国会における閉会中審査に備えて，

内閣法制局第一部の担当者（参事官及び参事官補。以下同じ。）が作成

した，第３の１（２）アに掲げる「次長了の国会答弁資料案」と「次長

了前の国会答弁資料案」とから成る「全２３問の国会答弁資料案」の電

磁的記録であり（下記（３）ウ（イ）のとおり，紙文書のものは，本件

開示請求以前に廃棄されている。），そのうちの「次長了の国会答弁資

料案」は，平成２６年７月１日に次長の了承を得て長官に上げられたが

不採用となった国会答弁資料案（全１２問）で，「次長了前の国会答弁
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資料案」は，次長の了承を得る前の国会答弁資料案（全１１問）である

とのことであり，これを覆すに足りる事情はない。 

（２）本件対象文書が行政文書として作成・利用されたか否かについて 

ア 上記（１）を踏まえて検討すると，「全２３問の国会答弁資料案」

は，内閣法制局（第一部）の職員が，国会における閉会中審査に備え

て，次長の了承を得て長官に上げられることを予定して職務上作成し

たものであることは明らかである上，そのうちの「次長了の国会答弁

資料案」は，実際にも，その後にそうした決裁手続が踏まれて組織的

に利用されていると認められるものであり，また，「次長了前の国会

答弁資料案」も，内閣法制局（第一部）の複数の職員の閲覧・検討等

にも供されるなど，組織的に利用されていたことが容易にうかがえる

ものである。 

したがって，このような「全２３問の国会答弁資料案」の作成状況

を踏まえ，その利用状況をも総合すれば，「全２３問の国会答弁資

料案」は，その電磁的記録（本件対象文書）を含め，全部が行政文

書として作成・利用されたものであることは明らかである。 

イ もっとも，この点に関し，諮問庁は，上記第３の１（２）イ（ア）

及び２のとおり説明するところ，その要旨は，①内閣法制局におい

ては，国会答弁資料案は，参事官や参事官補において原案を作成し，

担当部長，次長の了承を得た上，答弁者たる長官の了承を得た段階

で，国会答弁資料案が行政文書ファイル管理簿に保存期間１０年の

「国会審議文書」（公文書管理法５条，公文書等の管理に関する法

律施行令８条，同令別表２９号，備考７）として登録される行政文

書として成立するという認識である，②長官が了承する以前の国会

答弁資料案について，各段階で不採用となるまでは一時的にいわゆ

る保存期間が１年未満の行政文書としての性格を有することがある

とする考え方もあるが，その場合であっても，国会答弁資料案は不

採用となった瞬間に組織共用性を失い，行政文書としての性格も失

うものであると考えている，というものである。 

ウ しかしながら，行政文書の範囲について，政府の説明責任が全うさ

れるようにするという法の目的（法１条参照）に照らして必要十分な

ものとするためには，決裁・供覧等の行政機関内部における手続を要

件とすることが適切でないのはいうまでもないことである（以上につ

き，「情報公開法 逐条解説」（総務省行政管理局）２２頁参照。こ

の点は，行政改革委員会が平成８年１２月１６日に内閣総理大臣に提

出した「情報公開法制の確立に関する意見」中の「Ⅲ 情報公開法要

綱案の考え方」の２（２）イ等にも示されている。）。 

したがって，上記イ①の諮問庁の説明は，国会答弁資料案について
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は，長官の了承を得たもの，すなわち，長官の最終決裁を終えたも

ののみを行政文書とし，それ以前の段階における国会答弁資料案は

行政文書に該当しないとする趣旨とみられる点で，対象となる文書

に係る決裁・供覧等の手続を要件として行政文書の範囲を画するも

のであって，適切ではないというべきである。また，上記イ②の諮

問庁の説明も，国会答弁資料案が不採用となった瞬間に，その行政

文書としての性格も失われるとする点で，結局は，対象となる文書

に係る決裁・供覧等の手続を要件として行政文書の範囲を画するこ

とにほかならず，到底採用することはできない。 

エ 以上のとおり，上記イ①及び②の諮問庁の説明は，上記アの判断を

左右するものではない。 

（３）本件開示請求の時点における本件対象文書の行政文書該当性について 

ア 上記（２）で検討したところを前提に，本件対象文書が作成された

後の保存等の状況についてみると，諮問庁の説明及び当審査会事務局

職員をして諮問庁に確認させた結果によれば，以下のとおりであると

のことであり，これを覆すに足りる事情はない。 

（ア）「次長了の国会答弁資料案」が，平成２６年７月１日に次長の了

承を得て長官に上げられて不採用となった後も，「全２３問の国会

答弁資料案」の電子データ（本件対象文書）は，内閣法制局内の

「古いデータ」という名称の，同局第一部に所属する職員が全員ア

クセスできるサーバー内の共有フォルダに，消去されないまま残存

していた。 

（イ）平成２８年２月１７日付けの特定新聞の報道を受け，内閣法制局

第一部においては，異常なアクセス等についての調査を開始し，

「全２３問の国会答弁資料案」の電子データについては，上記（ア）

のフォルダに存在していることを確認した上で，当該調査の担当者

である同部筆頭参事官とその補助者である参事官補のみがこれにア

クセスできるように措置しており，同月２３日の本件開示請求の時

点では，当該調査の担当者のみがアクセスできる状態にあった。 

イ そうすると，「全２３問の国会答弁資料案」の電磁的記録である本

件対象文書は，その作成後も本件開示請求の時点まで，上記ア（ア）

の内閣法制局のサーバー内の共有フォルダに，消去されないまま残存

していたと認められる。 

ウ この点につき，諮問庁は，本件開示請求の時点において，本件対象

文書は，内閣法制局において職員が組織的に用いるものとして保有し

ている文書ではなく，法２条２項に規定する行政文書に該当しないも

のである旨説明するところ，その具体的な理由の要旨は，以下のとお

りである。  
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（ア）担当者において「国会答弁資料」として作成しようとしたが，長

官までの了承を得る過程で修正がなされた場合の修正前の案や，当

該過程で不採用となった案などの「国会答弁資料」として成立する

に至らなかった文書は，国会における答弁の資料として用いられる

ことがないことが確定したものであり，また，文書の性質上，他の

事務の用に供する可能性もないことから，もはや不要のものとして，

担当者において適宜廃棄（消去，上書き）しているところであり，

実際の運用としても，これらの文書は速やかに廃棄すべきものとし

て取り扱っているのが実情である。 

（イ）「全２３問の国会答弁資料案」は，長官がこれを用いて国会にお

ける答弁を行うことはしないと判断して不採用とし，「国会答弁資

料」として成立しなかったものであって，当該長官指示後は，担当

者において，もはや不要のものと認識し，上記（ア）の取扱いに従

って，紙の文書は実際に廃棄し，電子データについては，廃棄すべ

きものとして「古いデータ」という名称のフォルダに入れたもので

あるから，その後担当者においてデータの消去を失念していたが，

不採用となった瞬間に組織共用性を失い，行政文書としての性格も

失ったと考えられる。 

（ウ）「古いデータ」に入れられた「全２３問の国会答弁資料案」の電

子データについては，その後，上記ア（イ）の調査に至るまで利用

実績もないから，当該データは廃棄されたに等しいと考えられる。 

エ しかしながら，行政文書該当性については，対象となる文書に係る

具体的・客観的状況に基づいて判断すべきものであり，行政機関内部

における一般的な取扱いや，行政機関の職員の主観的な認識といった

事情により，その判断が左右されるものではないと解されるのであっ

て，この点は，行政文書として作成・利用された本件対象文書が，そ

の後廃棄又はこれに準ずるような状況が生じるなどして，行政文書該

当性が否定されるとみることができるか否かの判断に関しても，同様

というべきである。 

そうすると，上記アのとおりの，本件対象文書の残存状況等の具体

的・客観的状況に照らせば，国会答弁資料案について，上記ウ（ア）

の諮問庁の説明にあるような内閣法制局における一般的な取扱いや

実情があったとしても，国会における答弁の資料として用いられる

ことがなくなったことにより，直ちに，本件対象文書につき，客観

的にみて，廃棄又はこれに準ずるような状況が生じたとはいえず，

その行政文書該当性が否定されると認めることはできない。 

また，諮問庁は，本件対象文書を上記ア（ア）の「古いデータ」と

いう名称の共有フォルダに保存した際の内閣法制局職員の認識は，
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上記ウ（イ）のとおりであり，同局職員がそれを消去するのを失念

していただけである旨説明するが，たとえそうであったとしても，

実際には，上記アのとおり，本件対象文書が上記のフォルダに消去

されないまま残存していた以上，そうした同局職員の主観的な認識

等により，直ちに，本件対象文書の行政文書該当性が否定されるこ

とにはならない。 

さらに，上記ウ（ウ）の諮問庁の説明についても，行政文書として

作成された本件対象文書の作成後の利用実績の有無といった事情は，

本件対象文書の行政文書該当性の有無を直接左右するものではない

というべきであるから，本件対象文書につき，上記のフォルダに入

れられた後の利用実績がなかったからといって，上記の具体的・客

観的状況に照らし，直ちに，本件対象文書が，客観的にみて，廃棄

又はこれに準ずるような状況にあったとか，あるいは，内閣法制局

の職務とは関係なく同フォルダに残存していたなどとみることは到

底できない。 

オ 以上に検討したとおり，本件対象文書につき，諮問庁の説明を踏ま

えても，その行政文書該当性が否定されるものではなく，その他，本

件開示請求の時点における行政文書該当性を否定するに足りる特段の

事情は認められないから，本件開示請求の時点において，本件対象文

書は行政文書に該当しないとは認められない。 

３ 以上のとおり，本件対象文書については，本件開示請求の時点において，

法２条２項に規定する行政文書に該当することは否定できないのであるか

ら，これにつき改めて開示決定等をすることが相当である。 

４ 本件開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件請求文書の開示請求につき，本件開示文書を特定

し，開示した決定については，内閣法制局において，本件開示文書の外に

開示請求の対象として特定すべき文書として本件対象文書を保有している

と認められるので，これを対象として，改めて開示決定等をすべきである

と判断した。 

（第１部会）  

委員 岡田雄一，委員 池田陽子，委員 下井康史 
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別紙 

 

本件開示文書 

 

① 安全保障の法的基盤の再構築に関する懇談会に関する資料（平成２６年５

月１５日の安倍内閣総理大臣記者会見に関する資料を含む。） 

 

② 平成２６年７月１日の集団的自衛権に関する閣議決定の案文のたたき台や

概要を含む与党協議会に関する資料（自由民主党総務会及び公明党政務調査

会全体会議に関する資料を含む。） 

 

③ 内閣法制局が内閣官房国家安全保障局から正式に送付を受けた平成２６年

７月１日の集団的自衛権に関する閣議決定の案文について意見はない旨の回

答をするに当たって決裁を行った際のいわゆる原議 




